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赴任から中国勤務開始前後における出入国管理手続等の注意点 

日中間の往来が正常化し、中国に赴任される方も日々増加しております。今回は赴任から現地法人での

勤務開始前後の各期間における注意点について取りまとめました。なお、上海市においては、直近で運用

が厳格化されている手続もありますので、問題となった具体例についてもお伝えします。 

 

【赴任時（日本出国、Zビザでの中国入国）】 

出国前： 

中国国家外国専家局発行の「工作許可通知」取得後、日本において Zビザ申請・取得 

↓  

出国時： 

「出入境健康申告」（中国税関への申告）実施※1 

↓ 

入国時（中国の空港到着時）： 

①中国税関に上記「出入境健康申告」の結果（バーコード及び QRコード）を提示 

②イミグレーションで Zビザに基づき中国入国（滞在可能期間 30日） 

↓     

宿泊先への到着時： 

境外人員住宿登記（臨時宿泊登記）を宿泊先到着後 24時間以内に実施※2 

①宿泊先がホテルやゲストハウス、サービスアパートメント等の外国人宿泊が許可された施設（中国語： 

渉外酒店）である場合、施設側が実施 

②宿泊先が通常のアパート等である場合、所轄の公安局・派出所にて本人等が登記を実施※3 

 

↓ 

工作許可証・居留許可の申請 

↓ 
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【工作許可証・居留許可取得前（申請中）の注意点】 

現地法人勤務： 

出境入境管理法第 41条により、工作許可証及び居留許可取得前の中国国内勤務は不可 

※処罰を受けた具体的ケース 

・出入国管理局の現場調査の際、工作許可証・居留許可申請中の本人がオフィスで勤務していた 

・現地法人が入居するオフィスの入出館記録が調査され、記録を基に「取得前勤務」と認定された 

 

中国国内出張：上記と同様 

 

宿泊先の変更： 

工作許可証申請期間中（申請から 15営業日以内で取得）において、中国での社宅等を確定させ、ホテル 

等から転居する場合、転居先にて境外人員住宿登記（臨時宿泊登記）を再登記。その後、新しい境外人員 

住宿登記（臨時宿泊登記）をもって居留許可を申請。居留許可申請後（申請から取得まで 7営業日）は原 

則転居しない 

 

【工作許可証・居留許可取得後の注意点】 

現地法人での勤務開始後の手続：工作許可証及び居留許可取得後から中国国内勤務が可能 

 ①工作許可証及び居留許可取得以後分に対する給与の支給及び中国個人所得税申告の開始 

※現地法人から人民元給与支給、本社立替支給外貨給与の現地法人負担開始も取得後期間分から 

②中国社会保険の加入※4 

 

境外人員住宿登記（臨時宿泊登記）の再登記が必要となる時点：中国における各宿泊先において実施 

①宿泊を伴う中国国内出張・旅行及び出張・旅行先からの帰宅時※5：宿泊先がホテル等の施設ではなく、

通常のアパート等（親族、友人宅等）である場合、現地において境外人員住宿登記（臨時宿泊登記）

を実施 

②海外出張・一時帰国・海外での休暇後の中国再入国後の帰宅時※6 

③中国国内での転居時（社宅の変更等） 

④居留許可・パスポートの更新後※7  

※1 WeChat アプリ（海関旅客指尖服務）等でも申告が可能です。なお、2023年 8月 28日の外交部発表により中国入国のための搭乗 48 時

間前 PCR検査 or 抗原検査は 2023年 8 月 30 日から不要となりましたが、出入境健康申告については引き続き必要とされています。（2023

年 9 月 25 日時点） 

※2 出境入境管理法第 39条（外国人の宿泊登記）第 2 項には「外国人が宿泊施設以外のその他住所に居住し、又は宿泊する場合は入居後

24 時間以内に、本人又は宿泊先が宿泊地の公安機関に登記を行わなければならない」とあり、また第 76 条（外国人の検査拒否等に対す

る処罰）において、第 39 条第 2項の登記を行わなかった場合、「警告を与え、併せて 2,000 元以下の過料に処することができる」と規定

されています。 

※3 上海市地区においては、ウェブサイト「境外人員住宿登記自助申報」（https://gaj.sh.gov.cn/crj/24hr/web/zcbd/login）において
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手続が可能です。公安局・派出所において登記手続を行う場合は、パスポート及びビザ、賃貸契約等の当局要求資料が必要となります（公

安局・派出所により登記時の必要資料が異なるため、事前確認が必要です）。 

※4 人的資源及び社会保障部令第 16 号 中国国内において就業する外国人の社会保険加入に係る暫定試施行弁法第 2 条により工作許可証

及び居留許可を保有する外国人は中国社会保険への加入が必要です。また、第 3 条に規定されつつも、上海市においては長期間、社会保

険加入申請手続ができなかった「代表機構（代表処、駐在員事務所）」及びその駐在員についても、現在は加入手続実施可能となっていま

す。 

※5 上海市民サービスホットライン経由の区公安局への問い合わせでは、出境入境管理法第 39 条（外国人の宿泊登記）第 2 項における

「入居後 24時間以内登記」は、宿泊を伴う国内の出張や旅行先からの「登記済み住所地への帰宅」も「入居」に含めると理解されるため

ウェブサイト等で登記するようにとの回答です。しかしながら、国内出張・旅行先からの帰宅時再登記を短期間、頻繁に行った場合、本

人への電話等による詳細確認が行われたケースもあり、国内移動に伴う「登記済み住所地への帰宅時再登記」については、所轄公安局・

派出所の要求を確認しておく必要があります。 

※6 居留許可を保有した状態での再入国において、登記済み住所に帰宅する場合でも再登記を行うよう在上海日本国領事館が注意喚起を

行っています。 

※7 上記（※5、6）と同様に都市・地域、所轄公安局・派出所により、居留許可の更新時においても、登記事項の更新として、再度の境

外人員住宿登記（臨時宿泊登記）が求められています（登記済み住所地の所轄公安局・派出所の要求を事前に確認しておく必要がありま

す）。 

 

 

【新政策動向】 

◼ 日本産水産物の全面禁輸 

８月 25日、中国国家市場監督管理総局は、食品加工メーカーなどに対し、日本産水産物を調達し、

加工食品向けに利用、販売することを禁止すると通知した。食の安全を確保するためと強調してい

る。中国政府は東京電力福島第１原発の処理水を核汚染水だと主張し、海洋放出に反発してきた。

通知は「日本は国際社会の疑念や反対を無視した」と改めて批判。流通などへの監視を強め、利用

や販売が判明した場合は「厳しく取り締まる」と強調し、前日には税関総署が日本産水産物の全面

禁輸を発表した。 

 

【経済動向】 

◼ 国慶節連休の鉄道旅客輸送量は 1.9億人見込み 

中国国家鉄路集団有限公司は、今年の国慶節（9月 29日～10月 6日）連休の鉄道の特別輸送

体制は 9月 27日～10月 8 日の 12日間になると発表した。中国鉄道科学研究院集団有限公司

は、「国慶節連休期間には、１日当たりの旅客用座席提供能力が 2019年同期より 18.5％増加

し、全国鉄道網の旅客輸送量は延べ１億 9,000万人に達する見込み」と述べた。データによる

と、今年は北京、上海、南京、蘇州、天津、広州、深セン、成都、西安などの都市が人気エリ

アになる見込み。また杭州も連休期間に第 19回アジア競技大会（杭州アジア大会）が開催さ

れることから、高速鉄道での移動の人気目的地になる可能性がある。 

 

政策・経済トピックス 
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【日系・外資企業動向】 

◼ HOYA、蘇州に眼内レンズ製販子会社 

８月 29日、光学機器大手 HOYAは、江蘇省蘇州市に白内障用レンズを製造、販売する子会社を設

立すると発表した。中国では高齢化の進展や医療消費の高度化に伴い、白内障手術が増えてお

り、新会社は今後も成長が見込まれる中国市場における製造体制を構築することを目的に設立す

る。 

 

【人民元情報】 

人民元市場レート（2023年９月 20日時点） 

外貨名 100日本円 

中間値 4.9367人民元 

 

【中国ビジネスワンポイントアドバイス】 

年一回性賞与・外国籍者免税手当の優遇政策が再延長されました！ 

優遇政策の延長期限が 2023 年 12 月末までとなっていました「年一回性賞与」及び「外国籍者が取得

する住宅費用、子女教育費等」に対する個人所得税の優遇政策が 2027 年 12 月末まで、再度延長されま

した。 

【年一回性賞与及び外国籍者が取得する住宅費用、子女教育費等に関する個人所得税政策の

経緯】 

2018年 12月 27日：「個人所得税法改定後の関連優遇政策の移行問題に関する通知」（財税〔2018〕164号）

により「年一回性賞与」に対する個人所得税の優遇政策は 2021年 12月末で終了し、

以後、居住者が取得する賞与は年度総合所得に含め、個人所得税を計算・納付すると

規定。加えて、第 7 条において、「外国籍者が取得する住宅費用、子女教育費等の免

税政策」についても 2021年 12月末までとすると規定 

2021年 12 月 29日：「年一回性賞与」の優遇政策について、2023 年 12月末まで延長されると国家税務総

局が発表 

2021年 12月 31日：「年一回性賞与等個人所得税優遇政策の継続実施に関する公告」（財政部 税務総局

公告 2021年第 42号）により「年一回性賞与」の優遇政策が延長され、続けて発表

された「外国籍個人が取得する手当等の個人所得税優遇政策の継続実施に関する公

告」（財政部 税務総局公告 2021年第 43号）により、「外国籍者が取得する住宅費

用、子女教育費等の免税政策」も 2023年 12月末まで延長※ 

2023年 8月 18日：「外国籍者個人が取得する手当の個人所得税政策の継続実施に関する公告」（財政部 

（8/28発表）  税務総局 公告 2023年第 29号）及び「年一回性賞与の個人所得税政策継続実施に関

する公告」（財政部 税務総局公告 2023年 30号）により、両政策が 2027 年 12月末ま

で再延長     
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【財政部 税務総局公告 2023 年第 29号及び 30 号】の主な内容 

「外国籍者個人が取得する手当の個人所得税政策継続実施に関する公告」（財政部 税務総局公告 2023年

第 29号） 

外国籍個人が居住者条件に合致する場合、個人所得税の専項付加控除、或いは「財政部 国家税務総局 

個人所得税若干政策問題に関する通知」（財税字〔1994〕020号）、「国家税務総局 外国籍個人が取得する

手当の個人所得税徴収・免除の執行問題に関する通知」（国税発〔1997〕54号）、「財政部 国家税務総局 

外国籍個人が取得する香港・マカオ地区住宅等手当の個人所得税徴収・免除に関する通知」（財税〔2004〕

29号）の規定に基づき、住宅手当、語学訓練費、子女教育費等の手当免税優遇政策を選択できるが、両政

策を同時に享受してはならない。また、選択後は、納税年度内において変更してはならない。 

 

「年一回性賞与の個人所得税政策継続実施に関する公告」（財政部 税務総局公告 2023年 30号） 

居住者が年一回性賞与を取得し、「国家税務総局 個人が取得する年一回性賞与等の個人所得税計算徴収

方法調整の問題に関する通知」（国税発〔2005〕9号）の規定に合致する場合は、当年度の総合所得に合算

せず、年一回性賞与を 12 カ月で割った金額に対し、本公告に添付された月換算後の総合所得税率表に基

づき、適用税率と速算控除額を確定後、単独で税金を計算する。 

計算公式：年一回性賞与に対する個人所得税＝年一回性賞与収入×適用税率－速算控除額 

※2027年 12月末までの期間においても、居住者が取得する年一回性賞与を年度総合所得に含め個人

所得税を計算することを選択することもできる。 

 

 

ビジネス相談 

 

香川県上海ビジネスサポーターでは、会計・税務、人事労務、経営、法律などのご相談に無料でお答え

しています。お困りの際は、香川県上海ビジネスサポーターまでお気軽にご相談ください。 

 

【相談事例のご紹介】 

➢ 質問 

【処理水放出をめぐる今後の対策に関するご相談】 

日本の福島第 1 原子力発電所の処理水放出をめぐり、日中関係が揺れ動いていますが 、今後日中

間の貿易やビジネスにどういった影響があるでしょうか。 

 

➢ 回答 

日本からの水産品（水産加工品を含む）輸入が禁止になったのは周知の通りです。上海市の税関に

よりますと、水産加工品を含む日本からの水産品はすべて止めているとのことです。すぐに別ルート

を開拓するのも難しいので、水産品を扱う会社様としては現時点では状況を見つつ別の新たな方向性

の検討、模索が必要と思われますが、しばらく静観するのが良いと考えます。一方で他の企業様につ
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いては、禁輸政策が拡大しないうちに、重要性のあるものについてはできるだけ早く輸入しておくこ

とをおすすめします。 

 

香川県上海ビジネスサポーターの利用できるサポート内容ご案内 

 

＜現地視察の支援＞ 

① 現地視察に対する企画提案・アポイント手配 ②現地視察に対するアテンド・通訳  

＜ビジネス展開の支援＞ 

③県内企業及びその現地法人等からの依頼によるビジネス相談 ④マッチング候補企業情報の提供

等（基礎調査） ⑤中国企業とのビジネスマッチング・商談機会の創出 ⑥他県共同中国セミナー開催   

⑦マッチング候補企業情報の提供等（商談に係るアポイント手配）（有料） ⑧マッチング候補企業情

報の提供等（商談に係るアテンド）（有料）  

＜対象外の業務＞ ビジネスを伴わない観光目的での視察、適法性が疑われるもの。公序良俗に反す

ると思われるような業務等。  

＜利用対象地域＞上海市、江蘇省、安徽省、浙江省  

＜利用申込資格＞ 香川県内に本社又は事業所を有する企業及び商工関係団体等 。香川県内に本社

又は事業所を有する企業で、中国に進出している現地法人、支店、駐在員事務所  

＜利用者が負担する費用＞ ①②③④⑤⑥のサービスは無料です（ただし、渡航費、宿泊費等は利用

者の負担）。 ⑦⑧のサービスは有料です。利用申込書提出後に利用者が負担する費用を事前にお支払

いいただきます。 

 

香川県上海ビジネスサポーターの支援をご希望の場合は、以下 URLからお申込みください！ 

https://www.pref.kagawa.lg.jp/sangyo/kaigai/03.html 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

香川県上海ビジネスサポーター  池田 博明     

〒200030 上海市徐匯区虹橋路 1号 港匯中心 1座 25楼 

（上海邁伊茲（マイツ）諮詢有限公司 浦西事務所内） 

 E-mail: kagawa@myts-cn.com 

上海ビジネスサポーターの支援をご希望の場合は、こちらを検索！！ 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

香川県 上海ビジネスサポーター 検索 


